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研究成果の概要（和文）：　BVD社のOrbisデータベースより選択された日本からの直接投資額が多かったASEAN諸国の
中のマレーシアとタイでの日系企業を分析した。子会社の経営成果には親会社の経営成果が影響し、Ｒ＆Ｄ比率、マー
ジン比率、自己資本比率が子会社の経営成果の最良のインディケーターである。情報通信業でのマレーシア、タイ、フ
ィリピンのASEAN３ヵ国の２４社と中国、韓国、日本の東アジアの231社を比較する。分散分析を実施すると東アジア3
か国の方が売上高成長率は高いが、逆に収益性は東南アジアの方が高い。分散分析の多重比較をすると、売上高成長率
では中国がより高く、タイ、フィリピンでの収益性が高い.

研究成果の概要（英文）： By using data of Malaysia and Thai provided by the ORBIS database, a multiple 
regression model has been applied in this research and the results reveal that some parent’s financial 
ratios have influence on the subsidiaries financial performance. Moreover, the parent company’s ‘R&D 
per operating value’, ‘profit margin,’ and ‘solvency ratio’ are the best indicators of the 
performance of the
subsidiaries in the two-host countries.
 By analyzing 24 ICT companies in ASEAN counties such as Thailand, Malaysia, and Philippines; and 231 ICT 
companies in East Asia; Japan, China and South Korea by Our empirical results shows that East Asia shows 
a good performance in Sales Growth Rate but low performance in Profitability Ratio compare to ASEAN in 
the ICT industry. By comparing the performance of each country, China shows positive performance in the 
Sales Growth while Malaysia has the low performance in Profitability Ratio; ROSF, ROCE and Korea with its 
ROA, Profit Margin and EBITDA.

研究分野：国際経営
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１．研究開始当初の背景 
申請者と共同研究者による成果は、
Vega-Cespedes and Hoshino(2001))で、米国
とラテンアメリカにおける日系子会社の優
位性と内部化が収益性に統計的に有意な影
響を与えており、Mansour and Hoshino 
(2003）で、NAFTA、欧州、NIESの諸国・
地域での890社の日系企業の収益性を分析し、
従来の研究と異なり合弁企業のほうが 100%
子会社より収益性が高く、企業規模と収益性
に正の関係があることを実証できた。また、
Somlev and Hoshino(2005）で、日系製造業
の欧州子会社 751社のデータより、立地要因
が企業進出に対して極めて重要であること
を示し、受入国の競争力、産業成長力が立地
に影響していることを指摘できた。さらに、
Ogasavara and Hoshino(2007)では、ブラジ
ルでの日系子会社の日本およびブラジル側
のデータより、現地市場での経験のある日系
企業と日系進出企業との合弁が、完全所有形
態や国際合弁形態より収益性が高いことが
示 さ れ た 。 ま た 、 Ogasavara and 
Hoshino(2008)では、少数所有の子会社の方
が他の進出形態より撤退しやすく、以前から
の経験のあるパートナーの方が初めてのパ
ートナーより撤退しにくいことが指摘でき
た。さらに、Ogasavara and Hoshino(2009)
では、国際的に、ローカルな経験的知識が子
会社の収益性に正の影響を与えていること
を実証した。 
２．研究の目的 
企業合弁、合併、完全子会社の収益性の国際
比較では、できるだけ長期の財務データを利
用し、日本企業による北米、アジア、欧州、
オセアニア、中南米での長期の企業合弁、合
併、完全子会社の収益性を分析することを目
的とする。海外進出企業の業績への親会社の
規模、R&D 比率、合弁の所有比率、海外進
出経験、進出期間、立地の影響、経営の自由
度、投資の自由度、労働の自由度について分
析する。さらに、複数の親会社としての日本
企業間の関係が同じ企業集団に属する企業
かどうか、その業種等についても分析する。 
３．研究の方法 
企業合弁、合併、完全子会社の収益性の国際
比較では、できるだけ長期の財務データを利
用し、第1に日本企業による海外の企業合弁、
合併、完全子会社の収益性への親会社の規模、
業種、R&D 比率、合弁の所有比率、海外進出
経験、進出期間、立地等の影響について分析
することを目的とする。日系企業の進出国と
して、オーストラリア・ニュージーランドと
マレーシアの立地上の異同を分析する。第 2
に英米系の子会社のオーストラリア・ニュー
ジーランドとマレーシアの立地上の異同を
分析して第1段階の分析との比較検証をする。
これにより、英米系のオーストラリア・ニュ
ージーランドへの日系企業と英米系企業の
経営行動の異同、マレーシアへの日系企業と
英米系企業の異同の比較分析ができる。第 3

に進出国・地域を現地法人数の上位 20 カ国・
地域に拡張して日系企業、英米系企業の比較
分析を追加変数として、経営の自由度、投資
の自由度、労働の自由度等を入れ収益性への
影響の分析を行う。 
４．研究成果 
(1) 東洋経済新報社の外資系企業総覧より
1985-1990 年のデータを利用して米国系企業
43 社を含め欧米系企業 78 社の国際合弁企業
を分析した。後退的ベンチャー投資を伴う国
際合弁では、ホスト国での異質な経験や合弁
企業の業種内での経験は失敗率を減少させ
るが、合弁業種以外での経験は国際合弁の失
敗率を増加させるとしている。営業のユニー
クさと後退的ベンチャーと関係がある国際
合弁の複雑さは、ホスト国での外資系企業の
経験は収益性に負の効果があることを示し
ている 
(2) 情報通信業での成果を売上高成長率と
収益性指標によりマレーシア、タイ、フィリ
ピンの ASEAN３ヵ国の２４社と中国、韓国、
日本の東アジアの 231 社を比較する。ビュー
ロー・ヴァン・ダイク社の Orbis データベー
スから財務データを選択し、2006-2010 年の
収益性指標、流動性指標を作成し、分散分析
を実施すると東アジア3か国の方が売上高成
長率は高いが、逆に収益性は東南アジアの方
が高い。分散分析の多重比較をすると、売上
高成長率では中国がより高く、タイ、フィリ
ピンでの収益性が高い。 
(3) 情報通信産業（ICT)における日本とマレ
ーシア，タイ、フィリピンの ASEAN3 か国で
の売上高成長率と収益性の異同を調査する。
ビューロー・ヴァン・ダイク社の Orbis デー
タベースからの情報通信業での３ヵ国の２
４企業と日本の６９社の財務比較により、売
上高成長率は両企業群には差がないが、収益
率では東南アジア３ヵ国の方が高いことが
示せた。国別では、中国の売上高成長率が高
く、マレーシアの収益性が低い。 
(4) 2003 年より 2009 年までの日本からの直
接投資の多い途上国であるマレーシアとタ
イの2か国でのホスト国政府の所有制限下に
ある日系子会社の進出形態と収益性への影
響を分析している。2003-2009 年の ORBIS デ
ータベースより銀行・保険業企業を除いたマ
レーシアから 609 社、タイから 1,085 社を選
択し分析した。受け入れ国であるマレーシア
とタイの所有規制が進出形態の選択や子会
社の収益性に有意な影響を与えていること
が指摘できた。 
(5) 日本における外資系企業の進出形態、企
業特性と経営成果についての調査である。東
洋経済新報社の在日外資系企業総覧の
2001-2006 年のデータより、日本における外
資系企業 319 社を分析し、業種平均により調
整された売上高純利益率による収益性を比
較した。その結果、製造業においては合弁企
業の方が完全所有の子会社より収益性が高
いが、非製造業では逆に完全所有の方が高い



ことが指摘できた。 
(6) 受け入れのホスト国での日本の多国籍
企業の投資目的と子会社の収益性について
の研究である。日系の多国籍企業は、投資目
的として海外の製品のネットワークを求め
て進出し、ローカルな市場を追求し、海外の
流通を確立し、情報の収集し、安い労働力を
求める。2003-2009 年までの東洋経済海外進
出企業総覧からのデータでは、中国が最多の
進出国であり、シンガポール、タイ、マレー
シアの東南アジアがそれに続いている。 
(7) 日本の親会社の財務上の経営成果が海
外子会社の経営成果への影響を調べること
にある。ビューロー・ヴァン・ダイク社の
Orbis デ ー タ ベースより選択された
2003-2009 年までの日本からの直接投資額が
多かったASEAN諸国の中のマレーシアとタイ
での日系企業を分析した。子会社の経営成果
には親会社の経営成果が影響し、Ｒ＆Ｄ比率、
マージン比率、自己資本比率が子会社の経営
成果の最良のインディケーターであること
を示した。        
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